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経営理念

「橋梁、建築、沿岸構造物等の
社会インフラの建設、保全・更新の事業を通じ、
豊かな国土と明るい社会創りに貢献する」

01MIYAJI ENGINEERING GROUP, INC.

宮地エンジニアリンググループは、鋼製橋梁の新設および保全・更新工事に対する高度な設計・製作技術力、

施工計画立案力および安全・安心な現場施工力を有する、橋梁業界屈指の総合エンジニアリング企業です。

同時に、タワーやドームなどの大空間・特殊建築物の現場施工力や、

沈埋函やケーソンなどの沿岸構造物の設計・製作技術力も併せ持つ、鋼構造物のスペシャリストでもあります。

当社グループは、社会インフラ整備を担う一員として、橋梁をはじめとした鋼構造物の建設、保全・更新の事業を通じて、

国民の安全・安心を担保し、豊かな社会の構築に貢献するとともに、持続的な企業価値の向上に努めていきます。































ESG 項目 施策 具体的な内容 KPI概要 2024年度実績

気候変動リスクや
自然災害リスク
への対応

気候関連財務情報の開示推進 気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）に基づく気候関連財務情報の
開示対応を推進する。

● 気候関連財務情報（TCFD）の開示を継続する
● 毎年、有価証券報告書や統合報告書のほか、適宜決算説明会などにおいて開示を行う

2024年度の有価証券報告書および統合報告書において、
気候関連財務情報を開示

2050年のカーボンニュートラル実現に
向けた取り組みの推進

Scope1・2・3の算出と分析に基づき、2050年のカーボンニュートラルに向けて、
再生可能エネルギーなどを活用した具体的施策を立案し、推進する。

● 2050年のカーボンニュートラルに向けた具体的な検討を開始
● 具体的な実施内容については、有価証券報告書や統合報告書のほか、適宜決算説明会などにおいて開示を行う 2050年のカーボンニュートラルに向けた取組方針を開示

省資源・省エネルギー化の推進 事業環境の全工程における環境負荷の低減を目指し、事務所や工場、機材
センターおよび現場における省資源・省エネルギー化を推進する。

● 引き続き省資源・省エネルギー化を推進する
● 具体的な実施内容については、有価証券報告書や統合報告書のほか、適宜決算説明会などにおいて開示を行う

省資源・省エネルギー化の推進を継続実施中
具体的な実施内容等について、有価証券報告書等で開示

地球環境の保全
環境負荷低減を目的とした太陽光発電の設置や、沿岸構造物の防食技術を
用いたサンゴ保全活動など、当社グループが保有する設備や技術を活用した
地球環境の保全に取り組む。

● 環境負荷低減を目的とした太陽光発電の設置や電動フォークリフトの導入、サンゴ保全活動などを継続して実施する
● 具体的な実施および活動内容については、有価証券報告書や統合報告書のほか、適宜決算説明会などにおいて開示
を行う

太陽光発電所の稼働、電動フォークリフトへの順次移行、
および、サンゴ保全活動などを継続実施中
具体的な実施内容等について、有価証券報告書等で開示

BCPの構築 社会インフラの復旧に関わる企業の一員として、大規模災害発生時も企業と
しての機能を維持するための具体的な計画を策定・整備する。

● 事業会社である宮地エンジニアリング（株）とエム・エム ブリッジ（株）の主要な事業所において、国土交通省より災害
時事業継続計画書に基づく認定書を取得し、その体制を維持する

【認定状況】≪宮地エンジニアリング（株）≫ 本社（東京都中央区：
関東地方整備局管内） 千葉工場（千葉県市原市：関東地方整備局管内）
関西支社（大阪府大阪市：近畿地方整備局管内）
≪エム・エム ブリッジ（株）≫ 本社（広島県広島市：中国地方整備局管内）

安全・安心な
インフラ提供による

社会貢献

自然災害や事故などにより損傷した
社会インフラの早期復旧支援

自然災害や事故などにより損傷した橋梁等の社会インフラ早期復旧支援による
社会貢献を行う。

● 国土交通省や自治体、高速道路会社や鉄道会社などと災害協定を締結し、災害発生時には速やかに対応する
● 災害発生時には、一般社団法人日本橋梁建設協会経由で道路管理者より出される要請に対しても、積極的に対応する
● 大きな災害が発生した際には、要請受領前であっても調査団を派遣することも検討する

活動継続中
（2024年度に緊急の災害復旧要請はなし）

安全施工の徹底
工場と現場の双方で大きな重量物を取り扱う当社グループの仕事は、決して
事故とは無縁であるとは言えないため、人命尊重・安全第一主義を基本とし、
安全はすべてに優先するとの考えに基づき、重大災害防止対策と重大災害
発生件数などに関する目標管理値を定め、常に安全施工の徹底に努める。

● 死亡災害件数：0件／年、4日以上休業災害件数：0件／年

2024年度実績
死亡災害（工場）0件 （工事現場）0件
4日以上休業災害（工場）2件 （工事現場）0件
休業災害度数率（工場）2.80 （工事現場）0.00

品質の確保・向上
当社グループが取り扱う製品は、長期間にわたり多くの人々に利用される大切
な社会インフラであり、利用者の安全と安心を担保するため、常に提供する
製品に関する品質の確保と向上に努める。

● 品質に関する重大な事故：0件／年
● 工事評点平均点83点以上（年度ごと）※　

品質に関する重大な事故：0件／年
工事評点平均点：79.73点

技術開発の推進 環境配慮型高力ボルトなどの環境負荷の低い新技術や、浮消波堤などの社会
的ニーズを反映した新技術の開発を進める。

● 新技術開発新規取り組み件数：10件／年 新技術開発新規取り組み件数：10件／年

サステナブルな
成長に向けた

人的資本への投資

ダイバーシティの推進 女性活躍推進に基づく女性の戦力化、中途採用者の活用、外国人採用の推進
などを積極的に進め、人材の多様性を確保する。

● 事業会社のえるぼし認定「星2つ」の取得・維持に向けた取り組みを推進
● 中途採用計画人数に対する充足率：100%

事業会社のえるぼし認定「星２つ」の取得・維持について取り組み推進中
中途採用計画人数に対する充足率：91％（採用22名／目標24名）

DXの推進などによる業務の効率化と
技術・技能の伝承

生産性向上および業務の効率化に資するDX技術開発を推進するとともに、
i-Construction※1の推進による省力化・生産性向上、デジタル技術・データの
活用による業務プロセス・働き方の変革、各種技術と技能の伝承に取り組む。

● 過去の工事に関する技術資料のデジタル化：2025年度末までのできるだけ早期に100%完了
● DX技術を活用してワークフローシステム等の導入を積極的に推進し、業務効率の改善や新規法対応による業務量増加
の抑制等を図る

2024年度より工事竣工図書のデジタル化を実施中
デジタル化達成率：95.1%（2024年度末時点）

多様な働き方と
キャリアアップ支援の推進

育児休業や介護休業制度の整備、在宅介護に伴う一時退職制度やキャリア
リターン制度など、多様な働き方を選択できる制度の整備を進めるとともに、
各種資格取得の奨励、OJTと人事ローテーションによる教育計画の策定、各種
研修制度の充実を推進する。

● 事業会社のくるみん認定に向けた取り組みを推進
● ワークライフバランスを考慮した各種制度などの整備を進める 事業会社のくるみん認定に向けた取り組みについて推進中

安全衛生教育の徹底および事故
に関する再発防止策の周知・徹底

人命尊重・安全第一主義を基本とし、安全はすべてに優先するとの考え方を
徹底させるため、集合教育を行うとともに工場と各現場ごとに教育計画を立案・
実践し、安全管理部門による確認・指導を行う。また、同一原因による事故を
再発させないため、事故に関する再発防止策は事業会社単位で全社に水平
展開を行い、周知・徹底して再発防止に努める。

● 工場および各現場における1回／月の安全教育実施率：100%
● 1回／年の協力会社幹部への安全教育実施率：100%

工場および各現場における1回／月の安全教育実施率：100%
1回／年の協力会社幹部への安全教育実施率：100%

過重労働禁止の徹底と精神面も
含めた健康管理の推進

労働時間管理および健康管理の大切さに関する情報提供・教育を推進し、
36協定により取り決められた残業時間管理を徹底するとともに、長時間残業者に
対する産業医面談などによりヘルスケアを推進する。

● 36協定違反件数：0件／年
● 4週8休の実施率：100％（年度集計）
● 長時間残業者（45時間以上／月）への産業医面談案内実施率：100%※ 
● 長時間残業者（80時間以上／月）への産業医面談実施率：100%※                                           ※2024年度より実施

36協定違反件数：0件
4週8休の実施率：91.6%
長時間残業者（45時間以上／月）への産業医面談案内実施率：72.2%
長時間残業者（80時間以上／月）への産業医面談実施率：77.8%

職場環境改善などの福利厚生の充実と
働き方改革による従業員満足度向上

従業員を企業の成長に必要不可欠な人的資本として捉え、従業員満足度の向
上が企業の成長にもつながるとの考えに基づき、職場環境改善などによる福利
厚生の充実と働き方改革を推進する。

● ワークライフバランスを考慮した各種制度などの整備を進める
● 従業員のエンゲージメントを高めるための各種施策の実施 鋭意取り組み推進中

コンプライアンス
遵守とガバナンス

の強化

コーポレート・ガバナンス体制の強化 コーポレート・ガバナンス報告書に記載した方針に基づき、コーポレート・
ガバナンス体制の強化を推進する。

● 取締役へのトレーニング実施率：100% 取締役へのトレーニング実施率：100%

コンプライアンス教育の徹底 独占禁止法違反、下請法違反、セクハラ・パワハラ問題などの研修を定期的に
行い、従業員のコンプライアンスに対する意識の維持・向上に努める。

● コンプライアンスに関する重大な違反・事故：0件／年
● 全従業員への2回／年のコンプライアンス教育実施率：100%※                                    ※2024年度より２回／年実施

コンプライアンスに関する重大な違反：事故：0件
全従業員への2回／年のコンプライアンス教育実施率：100%

社会に誇れる企業風土の醸成 コンプライアンス・リスク管理基本規程、企業行動憲章および行動規範に基づく
判断・行動の教育を行い、社会に誇れる企業風土を築く。

● 企業行動憲章および行動規範の全従業員への認知度：100%
● 従業員のエンゲージメントを高めるための各種施策の実施

企業行動憲章および行動規範の全社員への認知度：100%
各種施策の対応については鋭意取り組み推進中

取引の透明性確保 法令遵守とコンプライアンス意識の徹底を図るとともに、内部統制システムおよび
内部通報規程を適切に運用して取引の透明性を確保する。

● 取引の透明性に関する重大な事故：0件／年
● 全従業員への1回／年（下期実施）の取引の透明性確保に関する教育実施率：100%※

● 1回／年の内部監査実施率：100％+ 内部監査における重大な不備：0件／年                           ※2024年度より実施

取引の透明性に関する重大な違反：0件／年
全従業員への1回／年の取引の透明性確保に関する教育実施率：100%
1回／年の内部監査実施率：100%
内部監査における重大な不備：0件／年

情報セキュリティの徹底 情報漏洩防止のための社内体制の構築および教育訓練の実施。
● 情報セキュリティに関する重大な事故：0件／年
● 全従業員への1回／年（上期実施）の情報セキュリティに関する教育実施率：100%※                   ※2024年度より実施

情報セキュリティに関する重大な事故：0件／年
全従業員への1回／年の情報セキュリティに関する教育実施率：100%

※ 1 国土交通省が掲げる生産性革命プロジェクトのうちの一つで、測量から設計、施工、検査、維持管理に至るすべての事業プロセスでICTを導入することにより建設生産システム全体の生産性向上を目指す取り組み。

マテリアリティとKPI

宮地エンジニアリンググループでは、2022年度に持続的な成長のための経営活動上の課題として「マテリアリティ」を特定しました。
そして、サスティナビリティ推進委員会が主導してその目標およびKPIの設定を行い、さまざまな取り組みを推進しています。

※2024年度に策定

MATERIALITY and KPI
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Technology Development

2024年度に開発した新技術

FRP舗装覆工板

HDループ継手（縦目地対応）

技術開発Topics

技術開発Topics

　高速道路などにおける大規模更新事業では、劣化した床版をプ
レキャストPC床版に取り替える工事が多く施工されています。この
床版取替工事を施工する場合、工事期間中は高速道路本線の終
日交通規制が必要となることから、渋滞やそれに伴う事故の発生が
社会問題となっています。交通量の多い路線や迂回路が確保でき
ない路線では、夜間のみ交通規制を行い、昼間は交通解放が可能
な床版取替技術の確立が求められています。
　そこで、間詰コンクリートや舗装の施工を省略し、昼間交通開放
を実現することを目的として、軽量で施工性に優れたガラス繊維強
化ポリマーを用いた舗装覆工板を開発しました。
　軽量でハンドリングに優れたFRP舗装覆工板（表面ニート舗装
施工）を開発、実用化することで、夜間車線規制時の新設プレキャ

ストPC床版（プレキャストPC床版）架設後の仮舗装やプレキャスト
PC床版間の橋軸方向接合部コンクリートの当夜施工を回避し（作
業時間短縮）、施工の合理化と早期の昼間の交通開放を実現する
ことを目指します。
・都市部におけるリニューアル工事に向けた車線確保技術の開発
①移動型PC床版撤去・架設機の開発
②床版切断技術の開発
③FRP舗装覆工板の開発 ← 本件
　3つの要素技術の組み合わせにより、1回の夜間車線規制で最
大2枚（約4m）の床版の撤去・架設が可能となることが確認できま
した。

　HDループ継手は、鉄筋同士を簡単かつ確実に接続する改良型
の機械式ループ継手工法です。
　あらかじめプレキャストPC床版端部に設けたループ鉄筋に専用
の鋳鉄製継手金物（HDループコネクタ）を取り付けることで鉄筋同
士を接続でき、プレキャストPC床版を一体化することができます。
　プレキャストPC床版の橋軸方向の接合部に適用する「横目地対
応」に加えて、橋軸直角方向の接合部に適用する「縦目地対応」を
新たに開発しました。

特長
1 RC構造の床版継手
・鉄筋同士を接続することにより分割した床版を一体化
・  間詰部はプレキャストPC床版本体と同じ設計基準強度50N/m㎡

のコンクリートを使用
2 施工の省力化
・ループ鉄筋を接続するため上下2本分の鉄筋を一度に接続可能
・HDループコネクタの取り付けには熟練工が不要
3 間詰幅のコンパクト化
・ HDループコネクタの設置スペース確保のみでよいため、間詰部の
幅を50%程度短くでき、コンクリート打設量の軽減が可能

4 プレストレスを必要としない縦目地構造も可能
・ ポストテンション方式PC接合と比較して接続作業時間の短縮と
コスト低減が可能
・HDループコネクタは1つ当たり30秒程度で取り付け可能
・ 縦目地部に発生するせん断力を考慮した輪荷重走行試験で100
年相当の疲労耐久性を確認

技術開発
宮地エンジニアリンググループは、持続的な成長を続けるとともに、安全・安心なインフラ提供による社会貢献をより一層進めるため、
2024年度は、床版取替工事における車線確保技術やAI、XRを活用した省力化技術などの開発に取り組みました。
今後も、環境負荷の低い新技術や、社会的ニーズを反映した新技術など、新たな技術開発に毎年取り組んでいきます。

1

2

AIを活用した桁内除湿の最適化手法の開発
　桁内塗装に代わる防錆手段として、桁内除湿を適用した事例があり
ますが、それはあらかじめ設定した運転条件に従って除湿機を動作さ
せるものであり、その運転費用と防錆効果の最適化に関する検討は必
ずしも十分ではありません。今
回は、費用と効果を最適化する
ことを目指し、AI制御を用いた
桁内除湿システムを開発し、解
析的な検証により、桁内湿度分
布を速やかに最適化できること
を確認しました。解析は、数値
流体解析（右図）の結果との整
合を確認した数理モデルを用い
て実施しました。

9

　鋼構造物に疲労き裂が確認された際の対策としては、応急対策とし
てストップホール等の施工により応力集中を緩和し、その後、恒久的な
補強を実施することが一般的
です。一方で、ストップホール等
での応急対策が困難な場合
や、恒久的な補強までには時
間を要する場合も考えられま
す。疲労き裂発覚後、補強を速
やかに実施可能で、恒久的補
強までの応急補修により性能
を回復させ、恒久対策時には
撤去が容易な構造について開
発を行いました。

疲労き裂に対する応急補修工法の開発10

FRP舗装覆工板

走行試験時設置状況

取り付け手順

1. ループ鉄筋内に挿入 2. ボルトを回すことでC金物が移動 3. ループ鉄筋に接触し固定完了

FRP舗装覆工板

既設舗装

5m 常温合材

3D輸送検討システム
　本システムは、これまで手作業で行われていたブロック輸送計画に
おける出来形図作成を効率化し、寸法チェックの精度向上と省力化
を図ることを目的としています。
　3Dモデルから自動で寸法を取得し、
Excel形式の一覧表に出力する「ブロック
寸法自動作成機能」を搭載。さらに、実
際の輸送状況を想定し、縦断勾配や断
面回転を考慮した寸法を算出する「縦横
断を考慮した自動ブロック寸法機能」も
備えています。また、簡単なマウス操作で
重心位置を求める「重心位置表示機能」
や、汎用CADと連携しやすい「3Dソリッド
モデル出力機能」も利用できます。
　これらの機能により、より安全で効率
的なブロック輸送計画が可能となります。

7
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FRP舗装覆工板1 P.37

ArUcoマーカーを使ったARの高精度化3 P.38

HDループ継手（縦目地対応）2 P.37

海洋画像に適用できる画像処理技術の開発4 P.38

高力ボルト締付位置自動認識システム
　本システムは、ボルト締付管理における帳票作成の省力化を目的に
開発しました。
　作業員が装着したカメラの映像から、AIがボルトの配置と締付順序
を自動で検知し、上流システムへ通知します。カメラ映像とAI画像認
識技術を組み合わせることでボルトの締付位置を特定し、トルクレン
チの締付データと紐づけ、施工履歴（締付位置・トルク値・締付角度
など）を自動で蓄積し、一元管
理します。
　本システムにより、施工記録
の作成効率が大幅に向上し、
信頼性の高いエビデンスの自動
生成が可能になります。これによ
り、品質管理と作業の確実性が
大きく向上します。

5

AIが映像を分析し、
ボルトの位置と
締付順序を判断

「A-sys」は、橋梁3次元データを活用し、部材組立や仮組立に必要
な各種帳票を自動出力するシステムです。今回の機能向上により、こ
れまで手作業で行っていた出来形管理帳票への測定値入力を効率化
することが期待されます。
　トータルステーションなどで計測された座標値から、規定値に対応
する測定値を自動出力し、出来形管理帳票を作成することができます。
また、出力する計測指示データにはオフセット情報を反映させたり、
箱桁の中心位置計測指示にも対応したりすることが可能です。
　本システムは、設計から現場架設まで
を一気通貫で管理し、従来の出来形管
理作業と比べて約40%の効率化を達成
しました。この取り組みは、全国土木施
工管理技士会連合会（JCM）のR6技術
論文で「優秀賞」を受賞するなど、高く評
価されています。

鋼橋出来形管理省力化システム6

　水上太陽光発電を想定した薄膜浮遊体方式について、設計荷重
の評価方法を開発しました。浮遊体の剛性を厳密に評価することで
係留索に作用する荷重が小さ
くなる可能性がありました。三
菱重工業（株）の耐航性能水
槽を使用し薄膜体に作用する
波荷重を計測したところ、過
年度提案の波力評価式では過
大になる領域があったため、評
価式を改良しました。また、薄
膜の浮き上がり防止対策を立
案し、長崎総合科学大学の２
次元水槽でその効果を確認し
ました。

薄膜浮遊体の設計外力評価法の開発8

波力確認試験

波力評価式との比較 風×波作用時の浮き
上がり防止構造の確認
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Digital Transformation Strategy

宮地エンジニアリング（株）における電子契約システムの導入について

　宮地エンジニアリング（株）では、業務効率化およびコンプラ
イアンス強化を目的として、電子契約システムを導入し、2026年
3月期第2四半期より本格的な運用を開始する予定です。
　本システムは、自社内での運用負担が少ないクラウド型の
サービスであり、契約先からの問い合わせ対応や運用サポート
についても、外部センターが担う体制を整えています。これによ
り、担当部門の業務負荷を軽減しながら、契約業務のペーパー
レス化、進行管理の効率化、契約書類の適正管理を実現してい
ます。まず、導入初期は主に架設部門での活用から開始し、運

2024 JIIMAベストプラクティス賞 優秀賞を受賞　「電子帳簿保存法対応を契機に購買業務DXを実現」

　エム・エム ブリッジ株式会社（以下、MMB）は、「電子帳簿
保存法対応を契機に購買業務DXを実現」というタイトルで、
公益社団法人日本文書情報マネジメント協会（JIIMA）より
『2024 JIIMAベストプラクティス賞「優秀賞」』を受賞しまし
た。主な評価ポイントは、対象業務と利用帳票の関係性をマト
リックス化し複雑な文書管理をうまく整理したことおよび
SaaSサービスと自社オンプレ基幹システムとの連携による業
務改善で既存の業務フローを変えることなく業務のデジタル
化を実現した先進性です。
　2022年1月の電子帳簿保存法改正により、すべての電子取
引データを電磁的記録で保存することが義務化され、従来は
出力書面での保存が可能だった電子取引データも、電磁的記
録での保存が必須となり、企業にとって大きな対応が求められ
ることとなりました。MMBでは、この法令改正への対応に加
え、業務効率化やペーパーレス化、リモートワーク対応といっ
た課題も抱えており、これらを同時に解決する必要がありまし
た。特に、取引先から多岐にわたる形式で受信する電子データ
の保存や、既存の基幹システムやワークフローを大きく変更せ
ずに対応することが求められました。
　これらの課題を解決するため、電子帳簿保存法対応システ
ムの検討を進め、以下の5つのポイントを重視しました。

1．既存業務フローを変えずにデジタル化が可能であること
2． 柔軟なデータ取り込み方法を提供すること
3．データ登録が容易で法令要件を満たすこと
4．拡張性があること
5． 法令対応宥恕期間内で導入が完了すること

　これらの条件を満たすシステムを選定するため、複数社から

の提案を受けた結果、リ
コージャパン株式会社の
「RICOHコンテンツ活
用＆業務効率化サービス
（DocuWare）」を採用し
ました。このシステムは、
既存の会計システムや
メールとの連携が可能
であり、業務プロセスを
大幅に変更することなく
短期間での導入が可能
でした。また、概念実証
（PoC）期間中に柔軟な
対応を実施していただ
いたことで、スムーズな
導入が実現できました。
　本プロジェクトでは、
リコージャパンのDocu

Wareエキスパートやシステムエンジニアの支援のもと、要件定
義からシステム導入、運用支援まで一貫したサポートを受けま
した。その結果、法令改正への対応を確実に行うとともに、購
買業務の効率化やペーパーレス化を実現し、また、業務処理
のデジタル化により、リモートワーク環境にも適応した柔軟な
業務運営が可能となりました。
　今回の取り組みを通じて、購買業務のデジタルトランス
フォーメーション（DX）を推進するとともに、電子帳簿保存法
対応を超えた業務DXの可能性を実感しました。今後も、さら
なる業務効率化やデジタル技術の活用を進め、持続可能な社
会の実現に向けた取り組みを強化していきます。

用の安定化を確認しながら、順次、他部門への適用範囲を拡大
していく計画です。
　また、今後は、請求書の受け取りから基幹システムへのデータ
連携を通じた支払処理に至るまで、後続業務全体とのシームレ
スな連携も視野に入れ、さらなる業務効率化と情報連携の高
度化を図っていきます。
　これにより、契約から支払までの一連の業務プロセスを統合
的に管理できる体制を整え、全社的なデジタル基盤強化の推
進に努めていきます。

DX戦略
建設業は、従事者の高齢化や担い手不足などの課題に直面していることから、
生産性向上や時間外労働の抑制、施工技術の継承などに資するDX戦略が求められています。
宮地エンジニアリンググループでは、業務の効率化に資するDX技術開発や、
i-Constructionの推進による省力化・生産性向上、デジタル技術活用による業務プロセス・働き方の改革、
各種技術と技能の伝承のため、DX関連技術開発に取り組んでいます。

ArUcoマーカーを使ったARの高精度化

海洋画像に適用できる画像処理技術の開発

技術開発Topics

技術開発Topics

3

4

　タブレットなどのデバイス上で現実空間に仮想空間の３Dモデル
を重畳させるAR（拡張現実）技術は種々実用化されていますが、当
社グループはMHIパワーエンジニアリング（株）と共同で、より高精
度な重畳を実現するシステムを開発、リリースしました。
　本システムは、誤認識に強く、環境変化に耐性の高いArUcoマー
カーを使用し、端末位置・姿勢の逆算などの技術により、発生誤差
を1mm程度に抑えるモードや、最小二乗法により移動時のズレを
抑えるモードを備えたものとなっています。既存システムにおける重
畳では、ある程度のズレの発生は許容したうえでの活用となってい
ましたが、本技術により精緻な重畳が求められるケースにおいても
使用可能となり、活用の幅をより広げることができました。

　今後もマーカー設置作業の省力化技術などの開発により、幅広
い活用を実現し業務の合理化に取り組んでいきます。

　水中ドローン（Remotely Operated Vehicle、以下、ROV）は、
海洋調査やインフラ点検など幅広い分野での活用が期待されてい
ます。今後は海中構造物の状態診断や海洋生態系調査において、
ROVで撮影した水中画像の解析技術へのニーズが一層高まると考
えられます。
　当社グループは20年にわたりサンゴ増殖研究に取り組んでいま
す。従来、サンゴの成長度合いを計測する際には、ダイバーが生育
棚にあるサンゴの個体にメジャーを当てて撮影し、その画像から人
手で大きさを算出していたため、潜水作業および計測作業に多大
な労力を要していました。

　そこで当社グループでは、「ROVで撮影した水中画像から、深層
学習を用いたAIがサンゴを自動抽出し、大きさを計測する」新シス
テムを開発し、技術検証を行いました。検証は以下の方法で実施
しました。
　① 人手でサンゴ領域を指定し大きさを算出する従来手法
　② ①で作成した教師データを学習させたAIによる自動抽出手法
　その結果、AI手法は実測値に対して15%程度過大評価する傾向
が見られましたが、学習データの拡充とアルゴリズム改良により精
度向上が見込まれます。

サンゴ生育棚
真上から見たサンゴの画像 生育棚とサンゴの画像（手動）の

重ね合わせ

価値創造戦略
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Advancing Sustainability Initiativesサステナビリティ推進について
当社は、2023年度にグループ全体の経営活動上の課題として特定したマテリアリティに対する取り組みを強化するため、
代表取締役を委員長、取締役を副委員長とするサステナビリティ推進委員会を設置し、
課題解決に向けた積極的な議論を行い、対策を推進しています。
サステナビリティ推進委員会内に6つの分科会を設置し、それぞれ具体的な目標およびKPIの達成に向けて取り組んでいます。
なお、2025年度よりグループの全従業員の健康を重視し、
働きやすい職場環境の整備を通じて持続可能な成長を目指すため、「健康経営推進分科会」を新設します。
これにより、「安全・衛生・品質検討分科会」は、「安全・品質検討分科会」へ改称します。

サステナビリティ推進委員会
前委員長

上原 正

サステナビリティ推進委員会での活動を振り返って

取締役会

サステナビリティ推進委員会
（委員長：代表取締役）

気候変動対策・カーボンニュートラル対応分科会

技術開発・DX促進検討分科会

安全・衛生・品質検討分科会

サプライチェーンマネジメント検討分科会

社会課題検討分科会

コーポレートガバナンス・コンプライアンス分科会

気候変動対策・カーボンニュートラル対応分科会
　気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）に基づき気
候関連財務情報を開示するために、分科会内に工場製作部会
と現場架設部会を設置し、工場製作時および現場架設時の
GHG排出量（Scope1,2,3）の算定を行うとともに、2050年の
カーボンニュートラルに向けて、GHG排出量の具体的な削減方
法を検討しています。また、事業環境の全工程における環境負

荷の低減を目指し、事務所、工場、機材センターおよび現場に
おける省資源・省エネルギー化を推進するとともに、太陽光発
電設備の設置や沿岸構造物の防食技術を用いたサンゴの保全
活動など、当社グループが保有する設備や技術を活用した地球
環境の保全にも取り組んでいます。

　当社グループ各社で取り組んでいる環境負荷の低い新技術
や社会的なニーズに応える新技術といった技術開発の取りまと
めや、i-Constructionの推進による省力化・生産性の向上、これ

まで培ってきた技術と技能を次の世代に継承のためのDX技術
活用などさまざまな取り組みを行っています。

　当社グループの事業は、工場と現場の双方で大きな重量物
を取り扱うため、一度事故を起こした際には、社会へ大きな影
響を与えます。本分科会には、千葉工場安全検討部会を設置
し、千葉工場および各社の現場における重大災害防止対策の
設定や共有と重大災害発生件数などに関する目標管理値の設

定を行っています。また、労働時間管理や健康管理に関する情
報共有を行い、安全衛生教育の周知・徹底にも努めています。
当社グループが取り扱う製品は、長期間にわたり利用される社
会インフラであり、利用者の安全と安心を担保するため、常に品
質の確保と向上に取り組んでいます。

　難易度の高い橋梁の製作・架設工事は、当社グループの力だ
けではなく、数多くの取引先や協力会社の存在があって、成し遂
げることができます。サプライチェーンマネジメント検討分科会
では、取引先や協力会社を含めた宮地エンジニアリンググルー

プとしてのサプライチェーン強化を図る方針を検討・推進し、人
権やサプライチェーンに関わるリスクマネジメントの強化に向け
て取り組んでいます。

　社会課題検討分科会では、「ダイバーシティ推進」および「人材
確保・育成」という二つの社会課題への対応に加えて、DX技術を
活用した働き方改革を進めるため、以下の部会を設置しています。
1．ダイバーシティ推進検討部会
・女性活躍推進、中途採用者の採用、外国人採用に関する施策
 の検討、推進を行います。

2．人材確保・育成検討部会
・将来を担う人材の確保や、研修制度の充実などによるキャリア
  アップ支援に関する施策の検討、推進を行います。
3．DX技術活用による働き方改革推進検討部会
・DX技術を活用することによる生産性向上や業務の効率化に
  関する施策の検討、推進を行います。

　コーポレート・ガバナンス報告書の方針に基づき、当社グルー
プのコーポレート・ガバナンス体制の強化を推進しています。当
社グループの全従業員を対象に、独占禁止法違反や下請法違
反、セクハラ・パワハラ問題などに関する研修を定期的に行い、

グループ内の法令順守とコンプライアンスに対する意識の維
持・向上に努めるとともに、コンプライアンス・リスク管理基本規
程、企業行動憲章および行動規範に基づく判断・教育を行い、
社会に誇れる企業風土の醸成に取り組んでいます。

サプライチェーンマネジメント検討分科会

技術開発・DX促進検討分科会

社会課題検討分科会

安全・衛生・品質検討分科会

コーポレートガバナンス・コンプライアンス分科会

体制図

詳細はP.61
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　このたび、2025年3月31日をもって宮地エンジニアリンググループ株式会社のサステナビリ
ティ推進委員会委員長を退任いたしました上原正です。これまでの任期中、当委員会の活動を
通じて、グループ全体の持続可能な成長に向けた基盤づくりに取り組んできました。この場をお
借りして、これまでの活動を振り返りながら、ひとことご挨拶申しあげます。
　私は2023年度より本委員会の委員長を拝命し、社内におけるサステナビリティ推進の方向
性を定め、具体的には、気候変動対策やカーボンニュートラルへの対応、技術開発やDXの促
進、安全・品質の向上、サプライチェーンマネジメントの強化、そしてダイバーシティ推進や人材
育成など、多岐にわたる課題に取り組んできました。これらの活動は、グループ全体の持続可能
な成長を支える重要な柱であり、社会的責任を果たすための基盤でもあります。特に、気候変動
への対応や働き方改革の推進など、社会の変化に即した取り組みを進める中で、グループ全体
の意識改革と行動変容が着実に進んでいることを実感しています。
　また、協力会社の皆様と共に歩む姿勢を大切にし、サステナビリティ推進活動を共有する中
で、2024年には協力会社が主体となり「宮栄会」が結成されました。宮栄会は、協力会社の皆様
が安全・品質の向上や社会課題への対応を目指す組織であり、当社グループのサステナビリ
ティ推進活動を支える重要なパートナーです。宮栄会との活動を通じて、サプライチェーン全体
での持続可能な成長を目指す取り組みがさらに深化していくことを期待しています。
　とはいえ、私たちのサステナビリティ推進活動は、まだ道半ばであることも事実です。今後も、
グループ全体で社会的責任を果たしながら、持続可能な未来を築くための挑戦を続けていくこ
とを願っています。
　最後に、これまでご支援いただいたすべての皆様にあらためて感謝申しあげるとともに、今後と
も宮地エンジニアリンググループへの変わらぬご支援を賜りますようお願い申しあげます。
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気候変動に対する宮地エンジニアリンググループとしての取組方針
ⅰ） 当社グループは気候変動を重要な経営課題の一つとして
認識し、2023年度より当社グループの事業活動に伴うGHG

（CO2換算）排出量の開示を開始しています。当社グループ
は開示の質・量の高度化を進めており、2023年度に開示し
たScope1、2（2021年度実績）に加え、2024年度からは
直接・間接排出以外のScope3 （2022年度実績）の開示
を行っています。

ⅱ） サステナビリティ基準委員会（SSBJ）による非財務情報に
関する開示基準の設定に伴い、開示するGHG排出量の算
定期間を財務情報と同一期間にすることとしたため、これま
では1年遅れの開示となっていたものを見直すとともに、当
期を含む直近3カ年分の開示を行うことに見直しました。

ⅲ） 組織的対応としては、2022年度に実施したコンプライアン
ス・リスク管理基本規程の改定に加え、2023年度には環境

対策を含むマテリアリティの設定を行うとともに、代表取締
役を委員長とするサステナビリティ推進委員会を設置し、気
候変動問題に対する取締役会レベルでの関与をさらに強
化しました。また、2023年度より当社グループに対する環境
影響を測るシナリオ分析、リスク・機会分析も開始していま
す。また、サステナビリティ推進委員会において行われた議
論の内容については、取締役会においても定期的に報告を
行い、情報の共有化を図っています。

ⅳ） 今後も、当社グループはサステナビリティ推進委員会におけ
る活発な議論を通じ、取締役会レベルでもカーボンニュート
ラル方針の深化・強化を進めることで、ガバナンスを強化し
て全社一丸となり、気候変動課題への取り組みをより一層
進めます。

排出削減目標
　直接排出（Scope1）および間接排出（Scope2）につきましては、2050年のカーボンニュートラル実現に向け、
2024年度より計画的に検討を進めています。

気候変動に関するシナリオ分析に基づくリスク・機会への考察
ⅰ） 2024年度より、当社グループに影響を与える気候変動関
連のシナリオ分析を行い、環境影響から生じるリスク・機会
の考察を開始します。想定されるシナリオとしては、国連気
候変動政府間パネル（IPCC）の設定する1.5℃シナリオ（温
度上昇を積極的に抑制）と4.0℃シナリオ（現状の延長線）

を採択しています。
ⅱ） 当社グループ全体としてリスクサイドのみならず、機会サイド
についても将来の事業の進展に資するものと捉え、今後も
積極的に分析の高度化を図っていきます。

グループ全体のガバナンス強化
ⅰ） 2022年度のコンプライアンス・リスク管理基本規程の改正
に加え、2023年度は取締役会にて気候変動対策を含んだ
マテリアリティの策定・設定を行いました。

ⅱ） 当社代表取締役を委員長、取締役を副委員長とするサステ
ナビリティ推進委員会のもとに、気候変動対策・カーボン
ニュートラル対応分科会を設置し、気候変動対策に関する

積極的な議論を行い、2050年のカーボンニュートラルに向け
た対策を推進します。

ⅲ） 取締役会への気候変動課題の報告などをより積極的に推
進し、同時に経営陣の関与をさらに高めるためのガバナンス
強化を進めています。

カテゴリ 排出量
（t-CO2eq）

Scope3排出量に
占める割合（％）

カテゴリ1 148,761.61 93.4

カテゴリ2 7,647.15 4.8

カテゴリ3 697.75 0.4

カテゴリ4 732.63 0.5

カテゴリ5 52.02 0

カテゴリ6 1,035.72 0.7

カテゴリ7 397.85 0.2

計 159,324.73 100.0

2024年度のScope3のGHG排出量算出結果は以下のとおり。
最大の排出源は、カテゴリ1の購入製品・サービスであり、
Scope3のうち93%を占める結果となった。

3カ年のScope3のGHG排出量 （単位：t-CO2eq）

（単位：t-CO2eq）

カテゴリ1
93%

2024年度
Scope3

GHG排出量
159,325t-CO2

開示項目
当社グループの事業活動に伴う自社の
GHG（CO2換算）排出量を公表（2022～2024年度分）

排出量
（t-CO2eq）

Scope 1 1,161.04

Scope 2 2,199.68

Scope 3 159,324.73
上流 159,324.73

下流 0.00

総排出量 162,685.45

2022年度 2023年度 2024年度
Scope1 770.22 842.87 1,161.04

Scope2 2,329.81 2,065.13 2,199.68

Scope3 184,290.50 157,737.09 159,324.73

計 187,390.53 160,645.09 162,685.45

2024年度の当社グループScope1、2、3のGHG排出量算出結果は
以下のとおり。全体の排出量は162,685t-CO2であり、
Scope3排出量が全体の97.9%を占める結果となった。

Scope2
1.2%

Scope1
0.4%

Scope3
98.3%

2022年度
Scope1-3

GHG排出量
187,391t-CO2

Scope2
1.4%

Scope1
0.7%

Scope3
97.9%

2024年度
Scope1-3

GHG排出量
162,685t-CO2

Scope2
1.3%

Scope1
0.5%

Scope3
98.2%

2023年度
Scope1-3

GHG排出量
160,645t-CO2

気候関連財務情報の開示推進
気候変動リスクや自然災害リスクへの対応1 Environment

カテゴリ 2022年度 2023年度 2024年度
カテゴリ1 180,108.51 149,096.93 148,761.61

カテゴリ2 1,690.61 5,775.36 7,647.15

カテゴリ3 497.21 514.81 697.75

カテゴリ4 663.36 838.64 732.63

カテゴリ5 57.27 68.12 52.02

カテゴリ6 798.76 1,026.20 1,035.72

カテゴリ7 474.78 417.03 397.85

計 184,290.50 157,737.09 159,324.73

価値創造を支える基盤
E
環境
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地球環境の保全

BCPの構築

工場における具体的な活動について サンゴの保全活動について
　すでに多くの省資源・省エネルギー化活動に取り組んできた 

工場においては、環境負荷を大幅に低減できる施策はなかなか
ないため、設備更新などに合わせて少しずつ対策を積み上げて 

いくことが重要となります。電力使用量を従来機種よりも10%

以上低減できるデジタル溶接機や電動のトーイングトラクター
の導入を進めたり、照明を順次LEDに取り替えるなどして電力

の使用効率を上げるとともに、各種設備の稼働率を上げるなど
の工夫により、対策導入前より15%以上もの電力使用量を削
減することができました。また、GHG排出量を低減できる水素ガ
スのガス切断への適用など新たな取り組みの検討・導入を引き
続き推進するとともに、環境負荷の低減を進めていきます。

　流電陽極法によって電気防食している浮桟橋で、電場が0～
100mA/m2の範囲において比較的強い場所を選ぶようにサン
ゴが生育していることを発見し、石垣港の沖合に電場条件の異
なるサンゴ生育棚を4基設置し、無性生殖のサンゴ片を各棚に
60個取り付け、成長促進効果について約20年にわたって観察
を行いました。その結果、微弱な電場はサンゴの成長を明らか

に促進し、さらには微弱電流によって温度耐性が向上すること
が示唆されました。現在、サンゴの生育棚はウニ礁に設置され
ている４基の他に、石垣島の名倉湾に12基、長崎県長崎市高
島に８基、和歌山県東牟婁郡串本町に３基を、それぞれ設置し
ています。当社グループはこれらの知見を活用して、これからもサ
ンゴの保全活動に取り組んでいきます。

　社会インフラの建設、保全・更新により国民の安全・安心に 

貢献することを目的としている当社グループでは、自然災害など 

の緊急事態が発生した際に、損害を最小限に抑え、事業の継続
や復旧を図り、社会インフラの迅速な復旧に対応するため、主
要な事業所ごとに事業継続計画を定め、その地域を管轄する
国土交通省の地方整備局に届け出て、BCPの事業継続認定を
受けています。当社グループが認定を受けている主要な事業所
は以下のとおりです。 

　なお、エム・エム ブリッジ（株）では、2024年12月に初めてと
なる体験型のBCP訓練を本社にて実施しました。これまで安全
確認訓練や避難訓練、BCP机上訓練をそれぞれ単独で行って
いましたが、今回は災害発生から避難、安否確認、対策本部立
ち上げ、対策本部稼働までの一連の対応の訓練を行い、併せて
消火器訓練やBCP対策本部代替拠点の確認も行いました。実
際に災害発生時の一連の流れを体験することで、社内に対して
BCPへの理解を深めることができ、非常に有意義な機会となり
ました。当社グループは、災害時に社会インフラの迅速な復旧に
対応できるようにBCPへの取り組みを進めていきます。

機材センターにおける具体的な活動について
　機材センターの環境負荷を低減するため、太陽光発電設備
の導入や電動フォークリフト導入などを進めています。最新の
広島機材センターは、オール電化事業所として2020年より稼働
しています。また、2022年度より更新工事を始めた栗橋機材セ
ンターにおいては、太陽光発電設備を導入し、2025年度より発

電を開始する予定です。また、現在整備を進めている兵庫機材
センターにおきましても、同様に太陽光発電設備の導入を検討
しています。さらには、電動フォークリフトの導入や有機溶剤の
使用量削減を目標とした機材のメッキ処理推進などを順次進
めており、周辺環境、職場環境の改善にも取り組んでいます。

環境負荷低減への取り組み
太陽光発電について 浮体式ペロブスカイト太陽電池の共同実証実験について
　当社グループは、気候変動対策の一環として、松本工場跡地 

を利用して太陽光発電所を稼働させています。設置している太
陽光パネルは7,980枚、発電量は一般家庭550世帯分の消費
電力に相当する2,611,000kWh／年であり、年間469,858kgの
CO2削減効果があります。また、栗橋機材センターにおいては、
2024年度に建屋屋上への太陽光発電設備の設置が完了し、
2025年度より発電を開始する予定です。今後も工場やその他
の機材センターなどへの太陽光発電設備の設置についても検
討を進め、さらなるCO2削減に努めていきます。

　当社グループの事業子会社であるエム・エム ブリッジ（株）
は、 積水化学工業（株）と恒栄電設（株）と共に、閉校となった
旧 清至中学校跡地の学校プールを活用し、フィルム型ペロブス
カイト太陽電池を水上に設置する共同実証実験を実施していま
す。 ペロブスカイト太陽電池の軽量性を活かした浮体構成や施
工性の検証を目的として、2024年4月3日から実証実験を開始
し、現在はその2年目となっています。当社グループは、今後も脱
炭素社会への貢献を目指します。

〈宮地エンジニアリング（株）〉 
● 本社（東京都中央区：関東地方整備局管内） 
● 千葉工場（千葉県市原市：関東地方整備局管内）
● 関西支社（大阪府大阪市：近畿地方整備局管内） 
〈エム・エム ブリッジ（株）〉 
● 本社（広島県広島市：中国地方整備局管内）

省資源・省エネルギー化の推進
Environment

E
気候変動リスクや自然災害リスクへの対応1価値創造を支える基盤

栗橋機材センター

松本発電所

電動フォークリフト

浮体式ペロブスカイト太陽電池 避難訓練時の様子 ワーキングの様子

（Business Continuity Plan：事業継続計画）

電動トーイングトラクター

石垣島ウニ礁 長崎市高島 石垣島名倉湾

環境
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　 活動方針
DXを推進し、生産性の向上と業務効率の改善を図るとと
もにコンプライアンスを遵守し、不適合品の排除と安全・安
心な職場環境の整備を図る。

　 重点施策
1. 要求品質と工程を満足する設計図書の出図管理
2. 仕損やクレームに関するリスク情報の共有と対策の
　 水平展開
3. コミュニケーションの深化によるリスク管理（回避・削減）の
徹底

4. 人材育成とコンプライアンス遵守教育の徹底

　 品質管理スローガン
「品質は、一つ一つの積み重ね。日々の誠意で作り込め!」

 1  活動方針
DXを推進し、生産性の向上と業務効率の改善を図るととも
に品質マネジメントシステムの運営強化とICT活用促進によ
り確かな品質を目指す。

 2  重点施策
1. 重大仕損・クレーム再発防止策の徹底
2. プロセス管理の徹底
3. 客先評価点向上活動の強化

3  品質管理スローガン
「品質は、一つ一つの積み重ね。日々の誠意で作り込め！」

工場 現場

宮地エンジニアリンググループが取り扱う製品は、長期間にわたり多くの人々に利用される大切な社会インフラであり、
安全に安心して利用されるためには、品質確保は絶対条件であると言えます。
多くの人々に安全・安心なインフラとして利用していただくため、
私たちは常に提供する製品に関する高水準の品質の維持とさらなる向上に努めています。

　当社グループが提供するサービスは、工場内におけるファブリ
ケーション（工場製作）と、工事現場におけるエンジニアリング
（現場施工）の2つに大きく分けることができます。工場製作で
は、整備された空間の中で、より精度の高い製品の製作・加工を
行うことが可能です。一方、現場施工では、現場ごとに異なる条
件に対応し、限られた座標や対物計測に基づいて建設・建築を
行います。このように、工場製作と現場施工では対応できる品質
管理の精度が異なるため、発注者が定める土木工事共通仕様

書などにおいても、それぞれ異なる品質管理基準が適用されて
います。当社グループでは、これらの品質管理基準を確実にクリ
アし、さらに差別化を図るため、品質の確保・向上を重要な課題
と位置づけています。具体的には、年度ごとの工事成績評点平
均点を83点以上とするKPIを設定し、日々努力を重ねています。
しかし、2024年度の平均点は79.73点となり、目標には届きませ
んでした。この結果を真摯に受け止め、目標達成に向けて引き続
き品質の確保・向上に取り組んでいきます。

　宮地エンジニアリング（株）千葉工場では、これまで明石海峡
大橋や気仙沼湾横断橋（かなえおおはし）の主塔など日本を代
表する長大橋の大型部材を製作してきました。
　斜張橋主塔のような大型部材の製作においては、高度な精
度管理が求められており、仮組立・地組立時の出来形管理値が
架設施工時に生じる誤差を考慮し、基準規格値の約半分に設
定されています。例えば、1ブロックの部材長の管理値は、10ｍ

部材で±4ｍｍのところ±2ｍｍと非常に厳しくなっています。
　当社では、航空・自動車業界で近年使用されている計測精度
±15μm+6μm/ｍの高精度レーザートラッカーを5年前に導入
しており、部材の出来形を高精度に計測した結果を元に明石海
峡大橋主塔工事でも使用したフェーシングマシーン（高精度切
削加工機）で規格値に収まる管理を行っています。

　近年、働き方改革や建設DX推進の流れを受け、建設現場で
は省力化と少人化が強く求められています。鋼橋工事において
も、従来の品質基準を維持しつつ、効率的な出来形管理を実現
することが重要です。
　宮地エンジニアリング（株）では、鋼橋の出来形管理作業省力
化を目的に「建設DXに資する鋼橋出来形管理省力化システム」
を開発しました。本システムは、工場製作で活用されている仮組
立情報システムを架設現場向けに拡張、3次元計測データを管
理帳票へ自動記入する機能を追加することで、設計から工場製
作、架設現場までの一貫した出来形管理を実現しました。実際
の工事へ適用、検証により、作業時間の短縮と少人数での効率
的な運用が可能であることを確認しました。
　なお、本取り組みは、全国土木施工管理技士会主催第29回
土木施工管理技術論文・技術報告にて「技術論文優秀賞」を
受賞しました。

　鋼橋の品質管理の中には、材料、切断・孔あけ、組立・仮付溶
接、溶接、歪みと寸法、防錆・塗装、運搬・現地施工など、さまざ
まな管理項目があります。これらの管理項目は、いずれも欠くこと
ができません。一つでも管理が不十分であれば、構造物の安全
性・耐久性・施工信頼性に重大な影響を及ぼします。当社グ
ループでは、発注者が定める土木工事共通仕様書の品質管理

基準を満足させ、工事に
よっては基準値よりさらに
厳しい社内管理値を設け
て、品質管理を実施するこ
とで、品質の確保を図って
います。

品質の確保・向上

品質確保に向けた千葉工場での取り組み
 1  高精度レーザートラッカーを使用した大型部材の精度管理

 2  鋼橋出来形管理システム

品質管理の取り組み

　当社グループでは、工場製作と現場施工のそれぞれにおいて、毎年以下のような品質管理に関する活動方針、
重点施策などを定めて不適合の削減と再発防止策の徹底を図り、常に安全・安心なサービスの提供に努めています。

指標と実績について

基本方針

品質の確保・向上
安全・安心なインフラ提供による社会貢献2価値創造を支える基盤
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　安全管理体制のさらなる強化と、従業員および協力会社作業
員の安全意識向上を重要課題として位置づけ、さまざまな取り
組みを進めています。
　具体的には、工事現場における安全教育内容の自分事化（グ
ループ討議や心肺蘇生訓練、VRによる疑似体験教育など）を通
じて、現地職員および協力会社作業員のコミュニケーションと安
全意識の向上を図りました。
　さらに、安全グループのメンバーが現場の作業手順会議に参

加する体制を構築し、危険リスクの早期発見と改善に取り組ん
でいます。これらの活動を通じて、全従業員が「安全最優先」の
意識を持ち、安心して働ける環境づくりを推進しています。

工場と現場の双方で大きな部材を取り扱う私たちの仕事は、決して事故と無縁ではありません。
宮地エンジニアリンググループは、人命尊重・安全第一主義を基本とし、安全はすべてに優先するとの考え方のもと、
あらゆる災害発生の防止に取り組み、常に安全施工の徹底に努めます。

　当社グループでは、KPIとして年間の死亡災害0（ゼロ）、4日
以上の休業災害0（ゼロ）を定めています。2024年度は、死亡災
害0を達成しましたが、工場において４日以上の休業災害を2件
発生させてしまいました。当社グループとしては、一つの事故が
当社事業の存続に関わる重要な事象につながると考え、工場お

よび工事現場における全従業員の安全に対する意識向上を図
るため、2023年度実績を踏まえて、以下の取り組みを行いまし
た。当社グループは、今後も「安全はすべてに優先する」との考
えのもと、人命尊重・安全第一で作業を進めていきます。 

　MEC千葉工場・MMB市原工場における2023年度の災害発
生件数（休業＋不休＋物的）は、前年の2022年度（8件）を大き
く上回る14件でした。発生した災害の原因を分析すると、そのほ
とんどが基本ルールを守っていれば防げる災害であったことか
ら、安全教育内容の見直し、そして作業者一人ひとりの意識改
革の向上が喫緊の課題となりました。
　2024年度は、2023年度の安全成績に対して、パトロールの
強化および作業員の安全意識の向上が急務となり、以下の取り
組みを実施しました。
①工場幹部（部長級以上）による安全パトロールに加え、現場
作業を熟知した主事技能職・作業長による安全パトロール
②各職場におけるKY活動（危険予知活動）への安全に関する
専門的な知識を有する安全グループの参加

③工場内への見守りカメラ（16台）の設置・導入
　特に、「見守りカメラ」は、工場内での不安全行動確認時には
当該作業者へ作業内容の改善を指示することができ、災害発生
時には発生原因や状況を分析することができるため、作業者の
安全意識向上や災害の発生・再発防止につながります。ただし、
現状のカメラ台数では工場全域をカバーできていない、常時監
視は困難であるといった改善すべき課題が明らかになっている
ため、引き続き災害発生防止策の改善・向上を図り、災害発生0

の工場を目指していきます。

　2023年度は1月に4件の災害・事故が立て続けに発生したた
め、従業員のみならず協力会社社員に対しても安全意識の向上
と周知・徹底を図るため、労働災害多発緊急事態を発出して緊
急全社安全大会を実施するとともに、全現場に対する役員によ
る緊急パトロールを実施しました。
　この取り組みの効果もあり、2024年度は前年度に比べて災
害・事故発生件数を減らすことができました。ただし、公衆災害
を発生させてしまったことは大きな反省点です。当社グループの

事業を継続していくためには、第三者を巻き込む災害・事故防
止は、確実に遂行しなければならない最重要事項です。今後と
も全社一丸となって、安全に対する意識改革の向上、安全施工
の徹底に努めます。

　当社グループは、従業員に対する労働時間管理および健康
管理の大切さに関する情報提供・教育を推進し、36協定により
取り決められた残業時間管理を徹底するとともに、長時間残業
者に対する産業医面談などによりヘルスケアを推進することを
経営上の重点課題として定め、以下のとおりKPIを設定して取り
組んでいます。2024年度においては、4週8休実施率が91.6%

と2023年度（89.5%）と比べてわずかではありますが改善する

ことができました。また、長時間残業者に対する対応では、工事
現場において天候や関係者とのスケジュール調整などの影響に
より勤務日時の自由な調整が難しかったこともあり、目標未達と
なりました。徹底した安全施工には従業員の健康第一が絶対
条件です。当社グループでは、引き続き各KPI達成を目指して、
関係者が一体となって取り組みます。

MEC工事現場

安全施工の徹底

宮地エンジニアリンググループ
工場 工事現場

度数率 休業災害件数 延べ労働時間
（100万時間） 度数率 休業災害件数 延べ労働時間

（100万時間）
2022（令和4）年度 6.35 5 0.787 1.59 2 1.255

2023（令和5）年度 2.64 2 0.758 1.97 3 1.522

2024（令和6）年度 2.80 2 0.715 0.00 0 2.184

項目 ＫＰＩ 2024年度実績

36協定の遵守 36協定違反件数：0件／年 0件

4週8休の実施 4週8休の実施率：100％
［年度集計］ 91.6%

長時間残業者に対する産業医面談推奨 長時間残業者（45時間以上／月）
への産業医面談案内実施率：100%

72.2%

長時間残業者に対する産業医面談実施 長時間残業者（80時間以上／月）
への産業医面談実施率：100%

77.8%

MMB工事現場

基本方針

MEC千葉工場・MMB市原工場

安全施工の徹底

安全衛生教育の周知・徹底

Social

過重労働禁止の徹底と健康管理の推進

S
安全・安心なインフラ提供による社会貢献

サステナブルな成長に向けた人的資本への投資
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価値創造を支える基盤

　当社グループは人命尊重・安全第一主義を基本とし、安全は 

すべてに優先するとの考え方を徹底させるため、集合教育を行 

うとともに、工場と各現場ごとに教育計画を立案・実践し、安全
管理部門による確認・指導を行うこととしています。そのため、安
全衛生教育の徹底に関するKPIとして、「工場および各現場にお
ける1回／月の安全教育実施率：100％」を定めており、2024年
度においても100%を達成しています。また、協力会社に対する

安全衛生教育の徹底を図るため、追加のKPIとして「協力会社
幹部への1回／年の安全教育実施率：100%」を定め、協力会
社幹部を集めた災害防止協議会などにおいて安全教育を実施
しており、2024年度も100%を達成しています。当社グループ
は、無事故・無災害を達成するべく、従業員や協力会社を対象
として安全衛生教育を周知・徹底していきます。

MEG災害防止協議会（工場）総会 MEC安全衛生大会 MMB安全衛生品質協議会

休業災害度数率  
年度別過去3年実績

社会
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　人権の尊重に対する当社グループのスタンスを具体的に示す
人権方針を策定しました。本方針は当社グループのすべての役
員・従業員に適用され、また協力会社をはじめ当社サプライ
チェーンに関わるステークホルダーの皆様方にも支持・遵守を
求めるものです。
　当社グループはより実効性の高い人権方針策定に向け、準備
を進めてきました。具体的には、当社グループの事業活動が引起
こす、または助長する可能性がある人権への負の影響を洗い出
し、社内実態の調査に基づく分析・評価を通じて、当社における
各種人権リスクの「発生可能性」と「深刻度」を特定し、リスク
マッピングを実施しました。
　コンプライアンス推進とサステナビリティ経営の観点では、代
表取締役を委員長とするサステナビリティ推進委員会をすでに

設けています。また、コンプライアンス推進責任者を任命し、人
権保護を含むコンプライアンス推進ならびにサステナビリティ経
営の強化に努めています。なお、本方針の検討・策定や、推進・
実行、管理・監督における体制は下図のとおりです。
　本方針策定にあたって特定した人権リスクに対しては、負の
影響の防止・軽減やモニタリング、外部への情報公開等の人権
デューデリジェンスのサイクルを定常的に回すとともに、リスク要
因や国際規範等の変化にも適切に対応していきます。

宮地エンジニアリンググループ人権方針

▲

https://miyaji-eng.com/sustainability/human_rights_

policy.html

人権方針の策定

　当社グループは、経営理念でもある「橋梁、建築、沿岸構造
物等の社会インフラの建設、保全・更新の事業を通じ、豊かな
国土と明るい社会創りに貢献する」ことで、グループの持続的な
成長の実現・維持を目指すとともに、株主・投資家をはじめ取引
先、従業員、地域社会などのすべてのステークホルダーの皆様に

対し、企業としての社会的責任を全うできると考えています。特
に、災害発生時に損傷した社会インフラの緊急復旧工事に際し
ては、長年にわたり蓄積してきた技術力と豊富な特殊機材を活
用した迅速な対応により、縁の下の力持ちとして国民の安全・安
心に貢献してきました。

宮地エンジニアリング 人権リスクマップ

人権の尊重
Social安全・安心なインフラ提供による社会貢献2価値創造を支える基盤

災害復旧支援

令和2年7月豪雨災害からの復旧支援（球磨川流域）

　近年、河川計画を上回る異常な集中豪雨による洪水によ
り生活空間の破壊や河川内構造物の被害が多発していま
す。令和2年7月に熊本県南部を襲った豪雨災害は、河川の
氾濫や土砂の流出により球磨川流域に甚大な被害をもたら
しました。この災害により、球磨川本川を渡河する道路橋10

橋、鉄道橋3橋が流出するという甚大な被害を受けており、

地域交通の分断に起因する社会的損失は多大なものと
なっています。地元住民の移動・物流・緊急輸送・ライフライ
ン等の深刻な支障をきたしており、一刻も早い復旧・復興が
望まれています。
　現在、当社グループでは、球磨川流域の災害復旧工事と
して、道路橋では、国道219号線「鎌瀬橋」（上部工架設
中）、県道259号線「深水橋」（工場製作中）の２橋の復旧工
事を宮地エンジニアリング(株)とエム・エム ブリッジ(株)の
JVで取り組んでいます。また、鉄道橋に強みを持つ宮地エン
ジニアリング(株)は、くま川鉄道の球磨川第四橋梁（鋼トラス
橋4連）の製作・架設にも取り組んでいます。道路・鉄道を含
む地域交通の復旧、そして地域の復興に向けてこれらの復
旧工事に全力で取り組み、地元住民の皆様の期待に応えて
いきます。

To
pics

宮地エンジニアリンググループは社会的な課題に取り組むことを企業としての社会的責任（＝CSR）の一環であると考え、
グループ共通の価値観・倫理観・具体的行動基準である「企業行動憲章」および「行動規範」に定めて、CSR活動を推進しています。

基本方針

自然災害や事故などにより損傷した社会インフラの早期復旧支援

地域での現場・工場見学
　当社グループでは、社会の持続的成長に必要とされる、公共
事業の大切さについてご理解いただくため、工事現場や工場に
おいて、地域社会の皆様をはじめ多くの方々に向けてさまざまな
見学会を開催しています。
　2024年度は、鎌瀬橋復旧工事において、国土交通省九州地
方整備局八代復興事務所のご指導の下、現場見学会を実施し
ました。当日は、本工事の概要や施工を説明し、実際にアーチ
部を閉合する様子をご覧いただくことで、参加者の皆様に本工
事へのご理解を深めていただきました。
　今後も社会貢献活動の一環として、また地域の皆様とのつな
がりを深められるように、このような交流の機会や情報発信の
場を設けていきます。 現場見学会の様子

鎌瀬橋の架設状況 球磨川第四橋梁（TT3/TT4）の
架設状況

取締役会

コンプライアンス・リスク管理委員会
（委員長：代表取締役）

管理・監督・推進 検討・策定・実行

サステナビリティ推進委員会
（委員長：代表取締役）

サプライチェーンマネジメント
検討分科会

コーポレートガバナンス・
コンプライアンス検討分科会

発生可能性

深
刻
度

小 大

大

従業員の過度な
長時間労働の禁止

健康・安全で働きやすい
仕事環境の整備

人種、性別、性自認、宗教および障がいの
有無などによる差別やハラスメントなどの

人権を侵害する行為の防止

従業員の労働時間・休日・
休暇の適切な管理

従業員の、
適切な社会保険への加入

従業員の団結権と
団体交渉権の尊重

あらゆる形態の強制労働・
児童労働の禁止

法定最低賃金の支払い遵守、
および生活賃金の支払い

労働組合との
定期的な対話機会の設定
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他業界同様、建設業界でも少子高齢化と生産年齢人口の減少に伴う人材不足という課題を抱える中、
持続的成長を続けるためには、イノベーションを生み出すような職場環境の整備とともに、
人材の確保と育成は重要な課題です。宮地エンジニアリンググループは、新たな価値を創造できる人材の育成と、
そのために必要な人材確保へ向けた計画的な取り組みを行い、
技術、技能、知識ならびに大切な企業文化の伝承およびさらなる向上に努めるとともに、
グループとしてのサステナブルな成長を目指します。

　新卒採用およびキャリア採用の両面で、必要とする人材の
ターゲットを多面的な要素から明確に定め、毎年計画的な採用
活動を進めています。また、従業員満足度の向上を通じて、近年
社会的な課題となっている若手従業員の定着率向上を図り、グ
ループ全体として持続可能な成長に必要不可欠な人材の確保
に努めています。
　具体的には、子育て支援として育児休業制度や短時間勤務
制度、介護支援として介護休業制度を充実させるなど、ライフス
テージに応じた柔軟な働き方を可能にし、従業員が安心して働
ける環境を整備しています。また、若手従業員が適性に応じた配
置やキャリア形成支援を受けられる仕組みを強化することで、
仕事と能力のミスマッチを防ぎ、離職を抑制しています。
　さらに、採用計画に基づき、計画的かつ戦略的な人材確保に
注力するとともに、将来を見据えた人材育成にも取り組んでい

ます。これにより、グループ全体としての競争力を高め、持続可
能な成長を支える基盤を構築しています。

　当社グループは、企業の持続的な発展のためには、多様な背景を持つ人材が活
躍できる環境を整えることが重要であると認識しています。そのため、コーポレート
ガバナンス・コードに示された多様性の確保に向けた目標設定に取り組むとともに、
事業環境の変化に柔軟に対応できるよう、全社員を共通の基準（努力する業務姿
勢と、管理職においてはマネジメント力）で評価する方針を採用しています。また、企
業行動憲章や行動規範を指標として、全従業員が十分に活躍できる環境づくりを
推進しています。
　特に、「女性活躍・外国人活躍」は建設業界としても重要なテーマであると考えて
います。女性については、事務系のみならず技術系や技能系の分野でも積極的に採
用を進め、戦力化を図っています。また、外国人については、異文化の感性を取り入
れることで、社内の活性化や意識改革につながると考え、必要に応じた採用を進め
ています。
　宮地エンジニアリンググループは、これらの取り組みを通じて、多様な人材が能力
を発揮し、持続可能な成長を実現する企業を目指していきます。

　会社としてのマネジメント能力の強化は、サステナブルな成長
を実現するために欠かせない重要な課題の一つです。当社グ
ループでは、各階層に応じた教育プログラムを実施し、役割や責
任に応じたスキルや知識の向上を図っています。これにより、重
要課題への対応力を高めるとともに、組織全体のマネジメント能
力を強化しています。
　また、グループ各社では、個人の能力を適切に評価し、その能
力に応じた役割や立場を与える制度を整備しています。これによ

り、従業員一人ひとりが自身の能力を最大限に発揮できる環境
を提供しています。さらに、一定以上の立場にある管理職に対し
ては、複数年にわたる外部マネジメント研修を受講させるなどの
対応により、俯瞰的な視野を養い、リーダーシップを発揮できる
人材の育成に努めています。
　これらの取り組みを通じて、グループ全体としてのマネジメント
能力を強化し、変化の激しい事業環境においても柔軟かつ持続
的に成長できる組織を目指しています。

将来を担う人材育成への取り組み

　えるぼし認定は、女性活躍推進法に基づき、女性の活躍
推進に優れた取り組みを行う企業に与えられる認定です。こ
の認定は、「採用」「継続就業」「労働時間等の働き方」「管理
職比率」「多様なキャリアコース」の5項目で基準を満たした
企業に付与されます。
　当社グループは、女性が少ないとされる建設業界におい
て、女性の活躍を支援するための取り組みを積極的に推進
しています。その一環として、えるぼし認定「星2つ」の取得・
維持を目指し、女性が働きやすい環境の整備やキャリア形
成の支援に注力しています。これにより、多様な視点を取り入
れた組織運営を実現し、持続的な成長を目指しています。
　また、当社グループでは、女性社員が事務系のみならず、
技術系や技能系の分野でも活躍できるよう、採用から育成、
キャリア支援まで一貫した取り組みを行っています。これによ
り、女性社員が長期的に働き続けられる環境を整備し、建設
業界全体のイメージ向上にも貢献していきます。なお、宮地
エンジニアリング（株）では、2022年度にえるぼし認定「星2

つ」を取得しています。この認定は、当社グループが女性の採
用や継続就業、働き方改革において一定の成果を上げてい
ることを示すものです。今後も、女性がさらに活躍できる環境
づくりを進めるとともに、多様な人材が能力を発揮できる職
場の実現に向けて、取り組みを一層強化していきます。

えるぼし認定「星2つ」の
取得・維持に向けた取り組み

　「くるみん認定」は、次世代育成支援対策推進法に基づ
き、企業が従業員の仕事と子育ての両立を支援するための
行動計画を策定し、その計画に定めた目標を達成するなど、
一定の要件を満たした場合に厚生労働大臣から「子育てサ
ポート企業」として認定される制度です。この認定を受けた
企業は、子育て支援に積極的に取り組む企業として「くるみ
んマーク」を使用することができます。
　当社グループでは、従業員が安心して仕事と育児を両立
できる環境を整えることが、企業の持続的な成長に不可欠
であると考えています。そのため、育児休業の取得促進や短
時間勤務制度の導入、さらには男性従業員の育児参加を推
進するための啓発活動など、子育て支援策の充実に取り組
んでいます。
　また、これらの取り組みを通じて、従業員一人ひとりがライ
フステージに応じた柔軟な働き方を選択できる環境を整備
し、仕事と家庭の両立を支援することで、従業員の満足度向
上や企業全体の生産性向上を目指しています。
　当社グループは、従業員が安心して働き続けられる環境を
提供し、子育て支援を通じた社会貢献を果たしていきます。

くるみん認定の
取得に向けた取り組み

人材方針

計画的な人材確保の取り組み

　2024年度の好調な業績を踏まえ、それを支えた全従業
員に対して、夏冬2回の一時金支給に加え、年度末に家計支
援などの一時金の支給を行いました。

　当社グループでは、昨年度に引き続き2025年4月の賃金
改定においても、物価上昇率等を考慮し、3％を上回るベー
スアップを実施しました。

年度末一時金の支給 ベースアップの実施

　当社グループの付加価値の源泉は「人材」であり、人材への
投資と利益還元を強化することが、当社グループの持続的成長
において必要不可欠であると考えています。
　2024年度においても、当社グループの成長を支える基盤であ

る従業員一人ひとりの努力と貢献に対する感謝の意を示すとと
もに、従業員が安心して働き、能力を最大限に発揮できる環境
を整えることが、企業としての持続的な成長に直結すると判断
し、好調な業績を支える従業員に対する還元に取り組みました。

従業員への還元について

ダイバーシティの推進
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多様な働き方と
キャリアアップ支援の推進

職場環境改善などの福利厚生の充実と
働き方改革による従業員満足度向上

　当社グループでは、従業員一人ひとりが持つ多様な価値観や
ライフスタイルを尊重し、働きやすい職場環境の整備とキャリア
アップ支援を通じて、持続可能な成長を目指しています。少子高
齢化や働き方改革が進む中、従業員が仕事と家庭を両立しな
がら、個々の能力を最大限に発揮できる環境を提供することが、
企業の競争力を高める鍵であると考えています。
　まず、多様な働き方の推進においては、性別や年齢、国籍を
問わず、すべての従業員が活躍できる制度を整備しています。育
児休業や介護休業、短時間勤務制度など、ライフステージに応
じた柔軟な働き方を支援する制度を充実させ、家庭と仕事を両
立できる環境を整えています。また、女性活躍推進の一環とし
て、技術系職種を含む幅広い分野での女性採用を積極的に進
め、キャリア形成を支援する取り組みを行っています。

　キャリアアップ支援においては、従業員のスキル向上と成長を
促進するための教育や研修プログラムの充実を図っています。
新入社員研修や中堅社員向けのスキルアップ研修に加え、管理
職を対象とした外部マネジメント研修を実施し、リーダーシップ
や俯瞰的な視野を持つ人材の育成に取り組んでいます。また、
資格取得支援制度や奨学金制度を通じて、従業員が専門性を
高めるための学びを支援しています。さらに、キャリアパスの多
様化を図るため、一般職や技能職から総合職への転換制度を
設け、意欲ある従業員が新たな挑戦を行える環境を整えていま
す。
　従業員が安心して働ける環境を提供することで、個々の能力
を最大限に引き出し、企業全体の生産性向上と持続的な成長
を実現しています。

　制度面を含めた職場環境の整備は、従業員エンゲージメント
を高めるうえで重要な課題の一つです。当社グループでは、性別
を問わずすべての従業員が仕事と家庭の両立を図りながら、充
実した生活を送ることができるよう、さまざまな制度を設けてい
ます。

　また、快適な職場環境の整備にも注力しており、従業員が安
心して働ける環境づくりを進めています。これにより、従業員一
人ひとりが能力を最大限に発揮し、企業の持続的な成長に貢
献できる体制を整えています。その内容の一部について、ご説明
します。

　従業員のメンタルおよびフィジカルの両面での健康管理を重
視し、グループ各社では水曜日をノー残業デーに定めています。
また、DX（デジタルトランスフォーメーション）を活用した業務効
率化や、業務プロセスの見直しを通じて、残業時間の削減を進
めています。
　これにより、従業員が仕事と家庭の両立を図りながら、心身と
もに健康で働ける環境づくりを推進しています。さらに、健康経
営の一環として、定期的な健康診断やストレスチェックの実施、
健康相談窓口の設置など、従業員の健康を支える具体的な施
策にも取り組んでいます。

　グループ各社では、従業員が近親者の介護を必要とする状
況に直面した際に、仕事と介護の両立を支援するため、柔軟な
働き方を可能にする制度を整備しています。具体的には、一定
期間の休暇を取得できる介護休業制度や、再雇用を前提とし
た退職制度、1日4時間の短時間勤務を可能とする介護勤務制
度などを設けています。また、これらの制度を利用しやすい職場
環境を整えることで、従業員が安心して働き続けられる環境づく
りを目指しています。

　グループ各社では、性別を問わず、従業員が安心して育児に
専念できる環境を整えるため、育児休業制度や育児勤務制度
を充実させています。具体的には、子どもが3歳未満の間に取得
可能な育児休業制度を設けるとともに、中学生未満の子どもを
持つ従業員が1日4時間の短時間勤務を選択できる育児勤務
制度を導入しています。
　また、これらの制度を利用しやすい職場環境を整えるため、上
司や同僚の理解を深めるための研修や啓発活動を実施し、育
児休業取得の促進に努めています。さらに、育児休業から復職
する際のサポート体制を強化し、スムーズな職場復帰を支援す
る取り組みも行っています。これらの取り組みを通じて、次世代
育成を支援するとともに、従業員が仕事と家庭を両立しながら
充実した生活を送ることができる環境づくりを目指しています。

　グループ各社では、従業員の増加に伴う作業スペースの拡張
や改装を適宜実施し、快適で効率的な職場環境の整備に努め
ています。また、業務効率化や従業員の健康を考慮した適切な
設備更新やICTツールの導入を進めることで、働きやすい環境
を提供しています。さらに、従業員の意見を反映した職場環境の
改善を図るため、定期的なヒアリング等を実施し、課題の把握
と解決に取り組んでいます。これらの取り組みを通じて、従業員
が安心して働ける環境を維持し、仕事と生活の調和を実現する
ことを目指しています。

働き方改革による仕事と家庭の両立への取り組み　～キャリアとプライベートの両立～

働き方改革による仕事と家庭の両立への取り組み　～キャリアとプライベートの両立～

働き方改革による仕事と家庭の両立への取り組み　～キャリアとプライベートの両立～ To
pics

To
pics

　私は第一子の出生に伴い、育児休業を取得させていただきました。
　育児休業中は、初めて一日中育児に専念するという貴重な経験をしたことで、子育ての大変さや
家族との時間の大切さを深く実感することができました。特に、日々、朝早くから夜遅くまで、家事や
育児に奮闘している妻へは、たくさんの感謝の気持ちでいっぱいになりました。妻が家族のために尽
力してくれていることで、仕事に専念できていたのだとあらためて感じ、これからも妻を労わり、負担を
軽減できるよう、積極的に家事、育児に取り組んでいこうと決意しました。
　また、職場では育児休業を取得しやすい環境が整っており、私のような若手社員でも安心して育児
休業を取得することができました。このような貴重な経験が得られたのも、育児休業を理解し、温か
くサポートしてくださった上司や同僚の皆様のおかげです。心より感謝申しあげます。育児休業を通じ
て得た気づきや経験を、今後の仕事や家庭生活に活かし、より良い形で社会に貢献していきたいと考
えています。

　このたび、子どもの誕生に伴い1カ月半の育児休業を取得させていただきました。里帰り出産で義
父母のサポートがあるため、育児休業の取得は考えていませんでしたが、里帰り先が遠方で、頻繁に
会うことが難しく、子どもの成長を近くで見られないことが想像以上に耐え難かったので、育児休業
の取得を決意し、予定より早く妻子が自宅に戻ってくることがかないました。
　育児休業中は、24時間しっかりと子どもと向き合えたことで、日々の成長に喜びを感じながら育児
の楽しさ、大変さを経験でき、親としての自覚を少しずつ高めることができたように感じています。
　今後も子どもの成長とともに、親としての初心を忘れることなく、この経験で得た気づきや学びを
活かしながら、親としてさらに成長できるよう努めたいと思います。
　今回の育児休業の取得にあたり、職場の皆様には、業務の調整やサポートをいただき、あらため
て感謝申しあげます。おかげさまで、安心して貴重な時間を家族と過ごすことができました。
　この経験を大切に、今後も仕事と家庭を両立しながら仕事に励んでいきたいと思います。

エム・エム ブリッジ（株）
総務部　
情報システムグループ
東 鷹良

エム・エム ブリッジ（株）
安全品証室　
品証グループ　
品証１チーム
和田 博文

　第一子となる長女がクリスマスイブに誕生し、出生時休暇と年末年始の休暇後に育休を1カ月半
ほど取得させていただきました。子どもが生まれる前に妻と育休について話し合う際に私は、「JV事
務所へ会社の代表として赴任するから取得が難しいと思う」と答えました。その返答が妻の友人や家
族から「え！なんで？」と非難を浴び、世間とのズレを実感しました。
　私は現在、新港・灘浜航路工区（西）斜張橋工事のJV設計事務所に勤務しています。JV事務所内
で子どもが生まれる話をした際に「育休を取ってくださいね」と言われたおかげですんなりと取得をす
ることができました。育休期間中は午前中に洗濯・掃除・買い物を済ませて昼食をつくり、午後は子ど
もと遊んでお風呂に入れて夕食をつくり、仕事とは違う疲労や充実を感じて毎日を過ごしていました。
帝王切開での出産となり出産後しばらく満足に動けないこと、お互いの両親がまだ仕事をしておりサ
ポートが容易ではないこともあり、育休を活用できて本当に良かったと思います。
　子育ては家族、会社、世間の協力が必要不可欠だと実感しました。今後も子育て支援制度を活用
して仕事も育児もがんばり、会社や社会に貢献していきたいと思います。最後に、今回の育児休業取
得にあたり、お力添えいただいた関係者の皆様へ心より感謝申しあげます。

宮地エンジニアリング（株）
関西支社 工事・計画部 
計画グループ
山本 真

働き方改革による残業時間の抑制

介護に伴う制度の整備

職場環境の改善

育児休業制度の整備

Social

S
サステナブルな成長に向けた人的資本への投資3価値創造を支える基盤
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2015/3 2016/3 2017/3 2018/3 2019/3 2020/3 2021/3 2022/3 2023/3 2024/3 2025/3

経営成績

売上高 （百万円） 24,834 39,930 36,298 47,128 52,062 63,841 55,268 58,002 60,279 69,365 74,725

営業利益 （百万円） 1,100 1,088 2,530 3,518 4,350 5,241 5,501 5,810 5,127 7,904 9,168

売上高営業利益率 （％） 4.4 2.7 7.0 7.5 8.4 8.2 10.0 10.0 8.5 11.4 12.3

経常利益 （百万円） 1,183 1,144 2,612 3,612 4,534 5,368 5,547 5,992 5,373 7,908 9,496

親会社株主に帰属する当期純利益 （百万円） 1,002 2,355 2,184 2,085 3,608 2,616 3,808 3,406 3,077 4,354 4,863

財務状況

総資産 （百万円） 35,157 45,964 47,146 55,022 55,648 59,706 60,754 61,831 63,067 74,146 90,597

純資産 （百万円）  15,028 18,476 21,317 24,200 28,086 30,349 35,022 39,107 41,584 46,630 48,330

（うち自己資本） （百万円） 15,028 16,418 18,887 21,289 24,385 26,177 30,163 33,396 35,524 39,711 40,480

自己資本比率 （％） 42.7 35.7 40.1 38.7 43.8 43.8 49.6 54.0 56.3 53.6 44.7

自己資本当期純利益率（ROE） （％） 7.1 15.0 12.4 10.4 15.8 10.4 13.5 10.7 8.9 11.6 12.1

総資産経常利益率（ROA） （％） 3.5 2.8 5.6 7.1 8.2 9.3 9.2 9.8 8.6 11.5 11.5

有利子負債 （百万円） 7,496 7,875 5,608 3,813 4,551 4,130 3,079 517 156 390 8,076

EBITDA （百万円） 1,448 1,605 3,046 4,136 4,919 5,918 6,506 6,909 6,152 8,858 10,450

EBITDAマージン （％） 5.8 4.0 8.4 8.8 9.4 9.3 11.8 11.9 10.2 12.8  14.0

D/Eレシオ （倍） 0.50 0.48 0.30 0.18 0.19 0.16 0.10 0.02 0.00 0.01 0.20

キャッシュ・フロー

営業活動によるキャッシュ・フロー （百万円） 16 △3,378 5,436 7,492 △2,456 4,669 1,094 11,915 495 8,841 △2,652

投資活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △441 3,918 △549 △997 △526 △2,184 △2,587 △1,185 △711 △1,539 △2,458

財務活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △28 247 △2,586 △2,115 338 △955 △1,741 △3,267 △2,147 △1,802 2,498

1株当たりの指標

1株当たり当期純利益 （円） 14.73 34.61 32.09 306.46 530.16 384.50 559.63 500.51 452.22 319.95 181.78

1株当たり純資産 （円） 220.77  241.19 277.48 3,128.04 3,583.12 3,846.46 4,432.12 4,907.36 5,220.35  2,917.89 1,526.47

1株当たり配当額 （円） 2.00 4.00 4.00 40.00 60.00 80.00 80.00 140.00 140.00 96.00 97.50

総還元性向 （%） 13.6 11.6 12.5 13.1 11.3 20.8 14.3 28.0 31.0 60.0 83.9

純資産配当率（DOE） （%） 1.0 1.7 1.5 1.4 1.8 2.2 1.9 3.0 2.8 6.9 6.5

その他

設備投資額 （百万円） 957 474 892 536 557 2,071 2,649 804 1,167 1,947 2,922

減価償却費 （百万円） 347 517 516 618 568 677 1,004 1,098 1,025 953 1,282

研究開発費 （百万円） 54 80 92 112 110 134 211 160 236 246 428

（注1）2017年10月1日付で株式併合（10株→1株）を実施したため、2018年3月期の1株当たり指標は、当該株式併合が期首に行われたと仮定して算定しています。
（注2）2023年10月1日付で株式分割（1株→2株）を実施したため、2024年3月期の1株当たり指標は、当該株式分割が期首に行われたと仮定して算定しています。
（注3）2024年10月1日付で株式分割（1株→2株）を実施したため、2025年3月期の1株当たり指標は、当該株式分割が期首に行われたと仮定して算定しています。
（注4）「税効果会計に係る会計基準の適用指針」の2022年改正を2025年3月期より適用し、過年度の総資産、純資産、自己資本等の数値を遡及修正しています。

11カ年財務サマリー
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会社概要

グループ会社

株式情報（2025年3月31日現在）

株式の状況 所有者別株式分布状況

大株主の状況

株価動向

商号 宮地エンジニアリンググループ株式会社

事業内容
橋梁、鉄骨等の鋼構造物の調査診断・点検、設計、製作、架設、補修・補強の請負ならび
に土木工事、プレストレストコンクリート工事の設計、施工・工事管理の請負を主として行う
子会社の株式を所有することによる、当該子会社の事業活動の支配、管理。

本店所在地 東京都中央区日本橋富沢町9番19号

資本金 30億円

事業年度 4月1日から翌年3月31日まで

上場証券取引所 東京証券取引所 プライム市場

ウェブサイト https://www.miyaji-eng.com

YouTube 公式チャンネル https://www.youtube.com/@Miyaji-G

氏名または名称 住所 所有株式数
（千株）

発行済株式（自己株式を除く）の
総数に対する所有株式数の割合（％）

日本マスタートラスト 
信託銀行株式会社（信託口） 東京都港区赤坂一丁目8番1号 3,022 11.40

株式会社三菱UFJ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目7番1号 1,138 4.29

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内二丁目1番1号 1,066 4.02

日本製鉄株式会社 東京都千代田区丸の内二丁目6番1号 631 2.38

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 東京都中央区晴海一丁目8番12号 597 2.25

宮地取引先持株会 東京都中央区日本橋富沢町9番19号 585 2.21

JFEスチール株式会社 東京都千代田区内幸町二丁目2番3号 360 1.36

三菱重工業株式会社 東京都千代田区丸の内三丁目2番3号 321 1.21

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内一丁目1番2号 236 0.89

株式会社川金コアテック 埼玉県川口市川口二丁目2番7号 234 0.88

計 8,194 30.90

発行可能株式総数 110,711,200株

発行済株式総数※1 27,677,816株

株主数※2 23,882名

宮地エンジニアリンググループ株式会社

株式会社エム・ジー・コーポレーション

エム・エム ブリッジ株式会社
〈旧商号 三菱重工鉄構エンジニアリング（株）〉

橋梁、沿岸構造物等の設計、製造、据付、販売および修理

鋼構造物の設計・製作・架設、ボルト・溶接材料等の販
売、人材派遣業務 ほか

橋梁、鉄骨その他鋼構造物の設計、製作、架設、据付、維持
補修、プレストレストコンクリートの設計、製作ならびに土木
工事の施工、工事管理、鉄骨・鉄塔・大空間構造物組立

橋梁架設・鉄骨建方 機材荷扱い・整備

宮地エンジニアリング株式会社

エム・ケイ・エンジ
株式会社

エム・ケイ・ワークス
株式会社

金融機関
24.92%

金融商品取引業者
 1.25%

その他法人
 15.75%

外国法人等
3.31%

設立 1972年（昭和47年）10月2日

社長 池浦 正裕

本社 広島県広島市西区観音新町一丁目20番24号

資本金 4.5億円

URL https://www.mm-bridge.com

設立 1949年（昭和24年）3月12日

社長 奥村 恭司

本社 東京都中央区日本橋富沢町9番19号

資本金 15億円

URL https://www.miyaji-eng.co.jp

会社情報

（注）上記のほか、自己株式が1,158千株あります。

2024年度の株価・出来高推移

（円）

（注）2024年10月1日に普通株式1株につき2株の割合をもって分割、株価・出来高は分割考慮後に修正

（株）

2024年3月末
PBR 1.50

2024年9月末
PBR 1.26 2025年3月末

PBR 1.17

3/31 4/28 5/31 6/30 7/31 8/31 9/29 10/31 11/30 12/29 2/29 3/291/31

1,400,000

1,200,000

1,000,000

800,000
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0

3,500

3,000

2,500

2,000

1,500

1,000

500

0

出来高（右軸）株価（左軸）

24/3期決算、
増配リリース

5/14

8/7

11/8

25/3期2Q決算、
業務予想下方修正リリース

25/3期1Q決算リリース
「株式分割、株式分割に伴う定款の一部変更および配当予想の修正」
「資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応について」
「自己株式の取得」

個人その他
54.77%

※1 2024年10月1日付で普通株式1株につき２株の割合で株式分割を行ってい
     ます。当該株式分割が前連結会計年度の期首に行われたと仮定し、「期末発   
     行済株式数」、「期末自己株式数」、「期中平均株式数」を算定しています。
※2 単元未満のみ所有者（7,340名）は除く
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